
   

   「令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者 

単価」の運用に係る特例措置について 

 

 労働市場の実勢価格の反映や法定福利費相当額を反映させることなどにより、令和６年３

月１日に公共工事設計労務単価（以下「新労務単価」という。）及び設計業務委託等技術者単

価（以下「新技術者単価」という。）が改定され、新労務単価は、令和５年３月１日改訂の公

共工事設計労務単価（以下「旧労務単価」という。）に比して５．９％上昇し、新技術者単価

は、令和５年３月１日改訂の設計業務委託等技術者単価（以下「旧技術者単価」という。）に

比して５．５％上昇したところである。 

これに伴い、下記事項により特例措置を定める。 

 

１ 工事 

 

（１）措置の内容  

新労務単価の決定に伴い、１（２）に定める工事及び修繕の受注者は、郡山市上下水道

局工事請負契約約款又は修繕請負契約約款第 59条の規定に基づき、旧労務単価に基づく契

約を新労務単価に基づく契約に変更するための請負代金額の変更の協議を請求することが

できる。 

 

（２）適用対象工事  

令和６年３月１日以降に契約を締結する工事及び修繕のうち、旧労務単価を適用して予

定価格を積算しているもの。 

  なお、落札者決定後の工事にあっては、落札者に対して、本特例措置に基づいた対応が

可能であることを説明した上で契約を行い、契約後の工事にあっては、受注者に対して本

特例措置に基づいた対応が可能であることを説明することとする。 

 

（３）請負代金額の変更 

 変更後の請負代金額については、次の式により算出する。 

 変更後の請負代金額＝Ｐ新×ｋ 

 

この式において、Ｐ新及びｋは、それぞれ以下を表すものとする。 

Ｐ新：新労務単価及び当初契約時点の物価による積算に係る予定価格 

ｋ ：当初契約時点の落札率 

 

（４）協議の請求期限 

本特例措置に基づく請負代金額変更の受注者からの協議の請求期限については、当初契

約締結日から起算し 60日以内とする。 

 

１／２ 



２ 測量並びに工事の設計及び工事に関する調査 

 

（１）措置の内容  

新技術者単価及び新労務単価の決定に伴い、２（２）に定める測量並びに工事の設計及

び工事に関する調査（以下「業務委託」という。）の受注者は、郡山市上下水道局委託契約

約款第 38条の規定に基づき、旧技術者単価及び旧労務単価に基づく契約を新技術者単価及

び新労務単価に基づく契約に変更するための請負代金額の変更の協議を請求することがで

きます。 

 

（２）適用対象業務委託  

令和６年３月１日以降に契約を行う業務委託のうち、旧技術者単価及び旧労務単価を適

用して予定価格を積算しているもの。 

 

（３）請負代金額の変更 

 変更後の請負代金額については、次の式により算出します。 

 変更後の業務委託料＝Ｐ新×ｋ 

 

この式において、Ｐ新及びｋは、それぞれ以下を表すものとする。 

Ｐ新：新技術者単価、新労務単価及び当初契約時点の物価による積算に係る予定価格 

ｋ ：当初契約の落札率 

 

（４）協議の請求期限 

変更協議の請求期限については、当初契約締結日から起算し 60 日以内となりますので

ご注意願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当：上下水道局総務課 契約係 電話 024-932-7643） 

 

２／２ 



                                  年  月  日 

 

 郡山市上下水道事業管理者 

             

受注者 住所 

 

                     代表者職 氏名            印 

 

 

「令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技   

術者単価」の運用に係る特例措置に基づく請負代金額の変更について（協議） 

 

 

 令和６年  月  日付けで契約締結した下記工事（業務委託）については、郡山市上下

水道局工事（修繕）請負契約約款第 59 条（郡山市上下水道局委託契約約款第 38 条）の規定

による協議を請求します。 

 

 

記 

 

１ 工 事 等 名 

 

２ 契 約 番 号     第            号 

 

３ 請負代金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


